
（
政
府
の
責
務
）
 
 

第
六
十
六
条
 
政
府
は
、
多
重
債
務
問
題
（
貸
金
業
を
営
む
者
に
よ
る
貸
付
け
に
起
因
し
て
、
多
数
の
資
金
需
要
者
等
が
重
畳
的
又
は
累
 
 
 

積
的
な
債
務
を
負
う
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
営
む
社
会
的
経
済
的
生
活
に
著
し
い
支
障
が
生
じ
て
い
る
状
況
を
め
ぐ
る
国
民
生
活
上
及
び
 
 
 

国
民
経
済
の
運
営
上
の
諸
問
題
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
解
決
の
重
要
性
に
か
ん
が
み
、
関
係
省
庁
相
互
間
の
連
携
を
強
化
す
る
こ
と
 
 

す
る
処
分
そ
の
他
の
監
督
の
状
況
の
検
証
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
規
定
の
施
行
状
況
の
検
証
そ
の
他
多
重
債
務
問
題
の
解
決
に
 
 

資
す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
効
果
的
に
推
進
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

附
 
則
 
 

に
よ
り
、
 
 貸

金
業
の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
抄
）
 
 

違
法
な
貸
金
業
を
営
む
者
に
対
す
る
取
締
り
の
強
化
、
貸
金
業
者
に
対
 
 

け
る
こ
と
が
 
 で
き
る
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衆議院財務金融委員会において決議された附帯決議  

（平成18年11月29日）  

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。
 
 
 

一
上
限
金
利
引
下
げ
を
始
め
と
す
る
改
正
法
の
可
及
的
速
や
か
な
施
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
 
 

、
ヤ
ミ
金
融
へ
の
取
締
強
化
、
登
録
業
者
へ
の
監
督
強
化
、
金
融
経
済
教
育
の
充
実
な
ど
、
多
重
債
務
問
題
の
解
決
に
向
け
た
対
 
 

策
に
政
府
を
挙
げ
て
取
り
組
む
た
め
、
内
閣
官
房
に
多
重
債
務
者
対
策
本
部
を
早
期
に
設
置
し
、
関
係
省
庁
が
連
携
し
て
、
官
民
一
体
と
な
っ
 
 
 

た
取
り
組
み
を
推
進
す
る
こ
と
。
 
 
 

一
各
地
方
自
治
体
に
対
し
、
多
重
債
務
者
に
対
す
る
相
談
窓
口
を
設
置
し
て
適
切
な
助
言
を
行
い
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
機
関
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
 
 

ク
を
構
築
し
て
、
必
要
な
紹
介
を
行
う
な
ど
、
多
重
債
務
を
抱
え
る
住
民
に
対
す
る
支
援
体
制
を
整
備
す
る
よ
う
、
要
請
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
 
 

事
前
予
防
型
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
と
債
務
整
理
型
事
後
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
共
に
強
化
し
、
資
金
需
要
者
が
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
カ
ウ
ン
セ
リ
 
 
 

ン
グ
を
速
や
か
に
受
け
ら
れ
る
よ
う
体
制
の
充
実
と
周
知
を
図
る
こ
と
。
そ
の
た
め
、
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー
（
法
テ
ラ
ス
）
、
財
団
法
人
 
 
 

日
本
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
協
会
等
に
つ
い
て
、
弁
護
士
会
等
に
必
要
な
協
力
を
要
請
し
っ
つ
、
体
制
及
び
相
互
連
携
の
強
化
を
図
る
 
 
 

こ
と
。
 
 

一
無
登
録
二
向
金
利
等
の
ヤ
ミ
金
融
被
害
が
増
え
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
違
法
業
者
の
摘
発
の
た
め
の
体
制
を
整
備
・
拡
充
し
、
関
係
法
令
に
 
 

基
づ
く
徹
底
し
た
取
締
り
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
違
法
業
者
に
関
す
る
情
報
を
広
く
一
般
か
ら
効
果
的
に
収
集
す
る
た
め
の
手
法
や
、
貸
金
業
 
 

者
・
貸
金
業
協
会
が
行
政
当
局
に
協
力
す
る
仕
組
み
の
導
入
に
努
め
る
こ
と
。
さ
ら
に
将
来
的
に
は
、
法
令
違
反
に
よ
っ
て
得
た
利
益
を
剥
奪
 
 
 

で
き
る
制
度
等
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
る
こ
と
。
 
 
 

一
登
録
業
者
の
監
督
に
つ
い
て
も
、
よ
り
効
果
的
に
行
う
た
め
の
方
策
を
検
討
し
っ
つ
強
化
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
貸
金
業
者
の
海
外
進
出
状
 
 
 

況
や
進
出
先
で
の
活
動
状
況
に
つ
い
て
は
、
海
外
の
関
係
当
局
と
も
情
報
交
換
し
っ
つ
、
そ
の
実
態
把
握
に
努
め
る
こ
と
。
 
 
 

貸
金
業
の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議
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一
若
年
者
に
よ
る
健
全
な
実
需
に
基
づ
か
な
い
不
要
不
急
の
借
入
れ
な
ど
、
無
人
契
約
機
の
安
易
な
利
用
が
多
重
債
務
問
題
の
一
因
と
な
っ
て
 
 
 

い
る
と
の
指
摘
も
踏
ま
え
、
十
分
な
実
態
調
査
の
上
、
安
易
な
借
入
れ
を
抑
制
す
る
仕
組
み
を
検
討
す
る
こ
と
。
ま
た
、
郊
外
に
お
け
る
遊
技
 
 
 

施
設
等
に
隣
接
し
、
各
社
が
集
積
さ
せ
て
い
る
設
置
方
法
な
ど
に
つ
い
て
、
貸
金
業
協
会
に
よ
る
適
切
な
自
主
規
制
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
す
 
 
 

る
こ
と
。
 
 

一
安
易
な
借
入
れ
を
抑
制
す
る
た
め
、
テ
レ
ビ
・
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
の
放
映
時
間
帯
、
放
映
回
数
、
及
び
誇
大
な
看
板
な
ど
広
告
の
方
法
や
内
容
、
 
 
 

頻
度
に
つ
い
て
、
貸
金
業
協
会
に
よ
る
適
切
な
自
主
規
制
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
す
る
こ
と
。
 
 

一
市
民
活
動
を
支
え
る
新
た
な
金
融
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
観
点
か
ら
、
法
施
行
後
二
年
六
月
以
内
に
行
わ
れ
る
見
直
し
に
当
た
り
、
非
営
利
 
 
 

で
低
利
の
貸
付
け
を
行
う
法
人
の
参
入
と
存
続
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
法
律
本
則
に
明
記
す
る
こ
と
な
ど
、
必
要
な
見
直
し
を
行
う
。
 
 
 

一
今
回
の
改
正
後
の
多
重
債
務
問
題
の
状
況
も
見
極
め
つ
つ
、
全
て
の
消
費
者
信
用
の
利
用
者
の
保
護
を
徹
底
す
る
た
め
、
貸
金
業
者
以
外
の
 
 

信
販
や
銀
行
等
も
含
め
た
消
費
者
信
用
全
体
の
体
制
の
あ
り
方
等
に
つ
い
て
、
検
討
を
進
め
る
こ
と
。
 
 
 

一
総
量
規
制
な
ど
、
今
回
導
入
す
る
新
た
な
規
制
の
実
効
性
を
確
保
す
る
た
め
、
資
金
需
要
者
の
所
得
確
認
、
借
入
状
況
確
認
、
本
人
確
認
等
 
 
 

の
適
切
な
与
信
審
査
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
指
導
監
督
を
徹
底
す
る
こ
と
。
 
 

一
成
人
後
の
多
重
債
務
化
を
極
力
抑
制
す
る
た
め
、
金
融
経
済
教
育
を
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
組
み
込
む
な
ど
、
学
校
段
階
か
ら
家
計
管
理
や
債
務
 
 
 

管
理
に
つ
い
て
の
啓
発
活
動
を
実
施
す
る
こ
と
。
そ
の
際
、
教
材
等
の
適
切
さ
に
つ
い
て
は
、
十
分
な
注
意
を
払
う
こ
と
。
 
 

ミ
金
融
へ
の
流
出
を
防
止
す
る
観
点
か
ら
、
 
 

貸
し
渋
り
等
に
よ
る
影
響
を
緩
和
し
、
ヤ
 
 



2 ホーームレス対策について   

複雑かつ多様なホームレス問題への対応については、雇用、住宅、保健医療、福祉等   

各分野にわたる総合的な取組みが重要である。   

このため、日頃からホームレス数の増減、聯こ努め、適切な支援を  

図られたい。特にホームレスを多く抱える地方公共団体やホームレスが増加傾向にある  

地方公共団体においては、具体的な施策を策定するとともに、実情に応じてホームレス   

対策事業の活用を図る等、迅速かつ積極的に施策を実施されたい 

（1）ホ・一ムレスの自立の支援等に関する特別措置法及び基本方針の見直しについて  

ホ・－ムレスの自立の支援等に関する特別措置法（以下、「法」という。）附則第3条  

においては、法施行後5年を目途に、法律の規定の見直しを検討することとされてお  

り、ホームレスの自立の支援等に関する基本方針（以下、「基本方針」という。）にお  

いては、再度実態調査を行った上、基本方針策定後5年を目途に見直しを行うことと  

されている。（参考1参照）  

これを踏まえ、本年1月にホームレスの実態に関する全国調査を実施いただいたと  

ころである。調査結果については現在集計中であり、本年3月末から4月にかけて公  

表する予定であり、結果の分析については、本年夏頃を目途に実施し、それを踏まえ  

平成20年度予算概算要求並びに新基本方針案の検討を行うこととしている。（参考  

2参照）  

なお、平成19年度予算案において、ホームレスの概数調査に係る経費を確保した  

ところであり、概数調査については引き続き今年度と同様の方法で実施することとし  

ているので、ご協力方よろしくお願いしたい。  

（2）平成19年度のホームレス対策事業について  

平成19年度のホームレス対策事業については、引き続き総合相談推進事業や生活  

相談・指導、職業相談、健康診断等を行う自立支援事業等を実施することとしている  

ので、積極的な取組みを図るとともに、社会福祉法人、NPO等の民間団体との連携、  

協力の下での事業の実施を検討されたい。（参考2参照）  
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（参考）これまでのホームレス対策の経過と今後のスケジュール  
1  

1  

平成14年8月  「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」公布施行：                                                                                                                                                       l  

平成15年3月   「ホームレスの実態に関する全国調査」結果の公表  

・全国のホームレス数 581市町村で約2万5千人  

平成15年7月  「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」を告示  

平成15年8月～ 基本方針に基づき各地方公共団体において実施計画を策定  

平成19年1月  ホームレスの実態に関する全国調査の実施  

3月～4月  全国調査結果の公表   

－ － － － － － － － 一 一 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 一 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 一 一 － － － － － － － － － ■ － ■  
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ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法及び基本方針の見直しスケジュール  

ー
ー
の
－
 
 

（
櫛
郎
一
）
 
 
 



政令指定都市及びホームレスが100人以上いる自治体におけるホームレス数の推移（参考2）  

15年1月の全国調査と直近の各自治体独自で行った調査を比較したもの。  

ゴ、全国調査と自治体独自の調査との比較は、調査時期・調査範囲が異なるため、単純な比較は困難。 （単位：人）  
15 年1月  
全 国 調 査  自 治 体 調 査 （ 直 近 ）  （ 調 査 年 月 ）  差  引  増  ▲  減   （a）  （b）   （b－a）   

京 都（※ 1）   5，545（6，361）   3，921  （1 8 年 2 月 ）   ▲1．624   

古 屋 市（※ 2）   1．630（1，788）   624  （1 8 年 6 月 ）   ▲1．006   

崎  市   829   938  （1 7 年 7 月 ）   109   

同 市 （ ※ 3）   377（607）   485  （1 7 年1 2 月 ）   108   

浜  市   470   862  （1 7 年 8 月 ）   392   

九   州   市   421   280  （1 8 年 3 月 ）   ▲141   

戸  市   323   221  （1 7 年 8 月 ）   ▲102   

崎  市   323   355  （1 7 年 9 月 ）   32   

い  た  ま  市   211   167  （1 7 年 8 月 ）   ▲44   

市   203   153  （1 7 年1 2 月）   ▲50   

島  市   156   120  （1 8 年 6 月 ）   ▲36   

宮  市   130   108  （1 7 年 9 月 ）   ▲22   

松  市   129   91  （1 8 年 2 月 ）   ▲38   

菓  市   126   115  （1 8 年 2 月 ）   ▲11   

同  市   119   95  （1 8 年 6 月 ）   ▲24   

幌  市   88   77  （1 7 年1 0 月 ）   ▲11   

計   11．080（12．284）   8，612  ▲乙468   

※1東京都の調査においては、国管理の河川は含まれない。  
※2 名古屋市の調査においては、国及び県管理の公軌道路、河川等は含まれない。  
※3 福岡市の調査においては、国及び県管理の河川、公共施設等、駅舎は含まれない。   

また、15年1月全国調査におけるカツコ内の数字は、国及び県管理の河川等も含んだもの。  

現行ホームレス施策の状況 ①総合相談推進事業  

㌢総合相談事業により、自立支援センター、福祉事務所等の関係機関へ甘498件繋いでいる  
※なお、総合相言炎事業実施自治体のH15．1現在のホームレス総数は、14．600人（カバー率57．7％）。  
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現行ホームレス施策の状況 ②自立支援センター事業  

☆ 全体の約1／4が就労による退所、4割が福祉等の措置による退所、約1／3について   
は、期限到来、無断退所等により退所している。  

現行ホームレス施策の状況 ③シェルター事業  

シェルターののべ利用人数は、935，346人である。これは利用形態の99．7％が単泊式  
あることによる。これらの内訳は、単泊式932，707人、通常型2，639人である。  

－18－   



3 消費生活協同組合について  

（1）生協制度の見直しについて  

消費生活協同組合法（以下「生協法」という。）は、昭和23年に制定されて以降、   

実質的な見直しが行われないまま、現在までに60年近くが経過している。この間、   

消費生活協同組合（以下「生協」という。）を取り巻く環境や国民の要請は大きく変   

化するとともに、生協制度に対する様々な課題も生じてきている。  

このため、生協制度の趣旨・実態等を十分に踏まえつつ、生協が、組合員の相互扶   

助という生協の本旨に沿い、将来にわたりその役割を的確に果たせるよう、経営・責   

任体制の強化や共済事業における契約者保護等の観点から見直す必要があり、その検   

討のため、昨年7月に「生協制度見直し検討会」を設置し、9回にわたり検討を行い、  

昨年12月に報告書がとりまとめられたところである。  

上記検討会においてとりまとめられた報告書の内容を踏まえ、  

ア 組織・運営規定について、生協の規模の拡大、実施事業の複雑化に伴い、生協   

の事業運営における健全性の確保及び迅速かつ適正な業務執行体制の確立の観点   

から生協内部のガバナンス機能及び生協外部からの監視機能を強化するための見  

直しを行う。   

イ 購買事業について、生活圏の拡大による組合員ニーズの変化や、生協が地域に  

おいて一定の役割を果たすことへの要請などを踏まえ、消費者の相互扶助組織と  

いう生協の本旨とのバランスをとりながら、必要な見直しを行う。   

り 利用事業について、大きなウェイトを占めている医療・福祉事業を法令上明記   

した上で、その適正な実施及び組合員による福祉活動の促進のため、見直しを行う。  

エ 共済事業について、保険業法が改正され、規制が強化されたことや、他の協同  

組合法における規定の整備状況（農協法は平成16年に、中小企業等協同組合法は  

昨年6月に改正済み）等を踏まえ、契約者保護の観点から見直しを行う。   

（注）ア～エの内容については、厚生労働省の案として現在検討中のもの。  

ことなどを盛り込んだ生協法改正案を本年通常国会に予算非関連法案として提出する  

三ことを予定している。   

なお、詳細は、全国消費生活協同組合担当課長会議（2月23日（金）実施）資料   

を参照願いたい。  
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（2）健全な運営の確保等について  

生協は、税制においても普通法人に比べ優遇されているように、その社会的責務は  

非常に大きく、信頼と責任ある経営が求められている。都道府県においては、今後と   

も、適正な運営体制と事業の健全性が確保されるよう、以下の点に留意の上、所管す  

る生協の指導に特段のご配慮を願いたい。  

ア 組合員の個人情報の管理体制や出資金及び共済掛金などの管理体制の徹底  

イ 経営が悪化している生協、特に、多額の累積赤字を抱えている生協における経   

営の健全化  

ウ 事業を利用していない組合員が多数存在する生協や休眠状態にある生協における   

組合及び組合員管理の徹底  

工 共済事業規約等に基づいた適正な共済金給付の徹底   

また、平成17年通常国会において保険業法が改正され、「根拠法のない共済」い   

わゆる「無認可共済」が契約者保護の観点から、保険業法の適用を受けることとなり、   

平成■18年4月に施行されたところである。  

これにより、従来「無認可共済」として共済事業を行ってきた者は、保険業法に基   

づく保険会社あるいは少額短期保険業者に移行又は、廃業や事業譲渡することとなる   

が、一一部の事業者においては、生協としての法人格を取得し共済事業を行っていこう   

とする動きが見受けられるところである。   

上記のような新たに設立される生協の認可にあたっては、生協法関係法令・通知に   

則って、適正な審査のうえ、ご判断願いたい。  

（3）政治的中立の確保について  

生協の政治的中立の確保については、生協法第2条第2項において「組合は、これ  

を特定の政党のために利用してはならない」と規定しており、今般の第16回統一地  

方選挙に際し、「消費生活協同組合の政治的中立の確保について」（平成19年2月7   

日付 社会・援護局長通知）を発出したところであり、組合が法の趣旨を十分尊重し、   

いやしくも政治的中立の観点から批判や誤解を招くことのないよう改めて厳正にご指  

導願いたい。  
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（4）その他  

ア 消費生活協同組合（連合会）実態調査について  

平成18年度の調査については、今月を目途に調査結果表を公表することとして  

いるので、都道府県におかれては、管内生協に対する指導等にご活用願いたい。  

なお、平成19年度の調査実施にあたっても、都道府県のご協力をお願いいたし  

たい。  

イ 生協関係予算について   

（ア）消費生活協同組合運営状況調査委託費  

生協の所管行政庁としては、生協の運営実態の的確な把握が求められているこ  

とから、平成19年度においても消費生活協同組合運営状況調査を実施すること  

としている。  

なお、平成19年度の調査テーマ、内容等の詳細については別途通知する予定  

である。  

（イ）消費生活協同組合貸付金について  

本貸付金は、「消費生活協同組合資金の貸付に関する法律」（昭和28年法律第  

13号）に基づき、生協における設備整備等に必要な資金の貸付を行う都道府県  

に貸付けることにより、生協の健全な発展を図るものであり、平成19年度予算  

案においては1千5百万円が計上されているところである。  

各都道府県におかれては、管内生協にこの貸付金の趣旨を十分説明し、理解を  

得たうえで、その活用を図られたい。  

ウ 消費生活協同組合業務室の設置について  

本年1月、生協が行う事業の適正な推進のため、当課に消費生活協同組合業務室  

を設置したところであるので、ご了知願いたい。  
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消費生活協同組合法の一部を改正する等の法律案の概要  

1契約者保護  

！招剛割こおける規定の整備状況や生協の特質を踏まえて  
（1）共済事業開始時の入口規制  

○ 最低限保有すべき出資金額（最低出資金）の基準の設定  
［単位組合：1億円以上 連合会：10億円以上］  

（2）健全性（内部の体力充実）  

○ 共済事業との兼業規制  
［規模が一定以上の単位組合及びすべての連合会］  

○ 健全性基準（ソルベンシー・マージン比率）の導入  

（3）透明性（外部からの監視）  

○ 経営情報の開示の義務づけ（公衆縦覧）  

（4）契約締結時の契約者保護  

○ 共済募集時の禁止行為（虚偽を告げることの禁止など）等  

の導入  

○ 共済代理店に関する規定の整備  
［共済代理店の主体を一定の範囲に限定］  

（5）破綻時の契約者保護  

○ 契約の包括移転に関する規定の整備  

（6）契約者ニーズを反映した円滑な事業実施  

○ 共済金の最高限度額の規制方法の見直し  
別の定  について、   

透明性（外部からの監  

健全性（内部の体力充実）  

■  
○経営情報の開示の義  
務づけ（公衆縦覧）  

○外部監査の義務づけ  ○共済事業との兼業規制  

○諸準備金の充実  

○共済計理人の関与の義務  
づけ  

○健全性基準（ソルベンシー  

マージン比率）の導入  

契約者ニーズを反映した  

円滑な事業実施  
破綻時の契約者保護  

○共済金の最高限度等の規制方法の  
見直し  

○保険代理制度（保険会社の業務を代  

理することができる制度）の導入  

○契約条件（予定利率）の引下げ  

に関する規定の整備  

○契約の包括移転に関する規定  
の整備  

契約締結時の契約者保護  

○共済募集時の禁止行為等の導入  

○共済代理店に関する規定の整備  

○クーリングオフ制度の導入  
契  約   



3 公共的活動の推進  

少子高齢社会において、生協が行う医療■福祉事業 の適正  

化を図るとともに、組合員による福祉活動の育成に資する  j迅姐‾Ⅷ≠腺t址M 

・医療・福祉事業に係る剰余金の割戻しの制限  

・医療・福祉事業の員外利用限度の設定（現行は制限なし）  

・剰余金の使途たる事業として組合員の福祉活動（子育て  

支援活動等）に助成する事業を追加（現行は組合員の教育  

事業のみ） 等  

許可の  事  由   員外利用限度   

要否  

許可要  山間へき地／保育所等への食材提供／   組合員の利用分量の   
＊   生協間の物資提供   額の5分の1以内   

許可   災害時の緊急物資提供／   制限なし   

不要   自賠責共済（契約車の相続の場合等）／  
体育施設、教養文化施設の利用／  

行政の委託事業  

医療・福祉事業   組合員の利用分呈の  

籠の同量以内  

母体企業、大学による利用   組合員の利用分量の  

嶺の5分の1以内   

！一括行軍訓  
平成20年4月1旦  

（ただし、5の貸金業者の流入防止は、別に政令で定める日（貸金業法改正の施行期日を考慮し決定））  
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4 地方改善事業等について  

（1）地方改善事業の実施について  

ア 隣保館整備・運営等事業  

隣保館整備・運営等事業については、今後とも多様化するニーズに的確に対応す  

るためには、一般対策を活用することが必要であり、これまでの施策の成果が損な  

われるなどの支障が生ずることのないよう、  ご配慮願いたい。   

なお、平成19年度予算案における関係事業については、以下のとおりであるの   

で、地域の状況や事業の必要性に応じて実施するよう、管内の市町村に対してご周   

知方願いたい。  

（ア）隣保館整備等事業  

隣保館整備等事業については、各地方公共団体の需要を踏まえ所要の額を計上し   

ている。  

（イ）隣保館運営事業  

隣保館は、地域住民に対して福祉の向上や人権啓発のための住民交流の拠点と  

なる地域に密着したコミュニティーセンターとしての役割を担っていくことが必   

要であることから、その運営に当たっては、次の点に留意し、地域住民から期待   

される隣保館としての運営がなされるとともに、高齢者、障害者に対する在宅福   

祉等の施策についても、十分活用が図られるよう管内市町村に対しご周知願いた   

い。  

① 隣保館においては、地域住民のニーズ等を的確に把握し、身近できめ細やか  

な福祉サービスが提供できるよう、社会福祉等に関する事業を総合的に推進す  

る必要があることから、関係部局等との密接な連携の下で館運営が行われるよ  

う、留意すること。  

② 隣保館職員は地域住民の生活上の様々な相談に応ずるとともに、地域住民が  

そのニーズに応じて各種サービスを受けられるようにする、いわゆるコーディ  
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ネ一夕ーの役割を担う必要がある。   

このため、隣保館職員に対する研修の実施に当たっては、人権課題に関する  

内容はもとより、介護保険制度や年金制度をはじめとする社会保障制度の最近  

の動向を内容とした研修を行う等、創意工夫をこらした研修の実施に努め、人   

権啓発とあわせて地域福祉の一翼を担う館職員としての資質の向上が図られる   

よう努められたい。  

Q）市町村合併等に伴い、隣保館について他施設との統合等運営体制の見直しを   

行うこととなった場合におい ても、隣保館がこれまで担ってきた役割や機能が   

失われることのないよう、十分留意すること。  

垣）「隣保館の設置及び運営について」（平成14年8月29日厚生労働事務次   

官通知）を制定した際、隣保館運営審議会の設置事項を削除したところである   

が、従来、隣保館運営審議会が行ってきた重要事項の決定や運用に関する審議   

は、隣保館の運営に対し、大きな役割を担ってきたところであるので、安易に   

審議会を廃止することにより、その機能が失われることのないよう留意するこ  

と。  

堰）隣保館は「公の施設」であり、その運営に当たっては常に公平性・中立性を   

確保する必要があることから、地域住民等から特定の団体に独占的に利用され   

ている等の批判が生ずることのないよう、引き続き管内市町村に対しご周知願  

いたい。  

イ アイヌ生活向上関連施策事業  

アイヌ生活向上関連施策事業については、北海道が策定した「アイヌの人たちの  

生活向上に関する推進方策」に基づき事業の推進に努めることとしているので、地   

域の状況や事業の必要性に応じて実施するよう、管内市町村に対してご周知願いた  

い。  
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ウ 吹付けアスベスト等使用実態調査（第2回フォローアップ調査・補足調査）等に   

ついて   

平成17年8月1日付通知に基づき実施した標記全国調査の結果に係る第2回フ   

ォローアップ調査及び「石綿をその重量の0．1％を超え、かつ1％以下を含有する   

吹付けアスベスト等」を対象とした補足調査（平成18年11月30日付通知）の   

調査結果を取りまとめたところである（巻末参考資料参照）。   

なお、アスベストにかかる今後の具体的な対応等については、「社会福祉施設等   

における吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査の最終報告結果の公表及び今後の   

対応について（通知）（平成17年11月29目付雇用均等・児童家庭局長、社会  

・援護局長、社会・援護局障害保健福祉部長、老健局長連名通知）」、「社会福祉施   

設等における吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査（フォローアップ）の報告結果   

の公表及び今後の対応について（通知）（平成18年2月13日付雇用均等・児童   

家庭局長、社会・援護局長、社会・援護局障害保健福祉部長、老健局長連名通   

知）」及び「社会福祉施設等におけるアスベスト対策について（平成18年10月   

31日付雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、社会・援護局障害保健福祉部   

長、老健局長連名通知）」等に基づき、引き続き適切な対応を願いたい。   

また、平成19年度以降も共同作業場、大型共同作業場、納骨堂、隣保館、生活   

館、ホームレス自立支援センターの吹付けアスベスト等の除去等に要する費用につ   

いては、地方改善施設整備費補助金の補助対象となっていることから、これらの国   

庫補助制度等を積極的に活用しながら、その早期処理に努めるよう指導願いたい。  

（2）人権課題に関する啓発等の推進  

人権課題に関する国民の差別意識は、一部では依然として存在しており、その差別   

の解消を図る上で啓発及び研修の実施は重要であるので、管内の行政関係職員をはじ   

め保健福祉に携わる関係者等に対し、積極的な啓発・研修を通じて人権課題に関する  

理解が  深められるよう特段のご配慮を願いたい。   

また、過去に就職差別につながるおそれのある身元調査事案が発生したが、これは  

調査を依頼した関係者の人権問題に対する認識が十分でなかったことによるところが   

大きいと思われる。  
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こうしたことが二度と起きないようにするためにも関係者等に対する啓発・研修は、  

ただ漠然と行うのではなく、具体的な事例を挙げるなど効果的なものとなるよう努め  

るとともに、関係事業者団体に対して、職員の採用選考に当たっては、応募者の適性  

と能力を基準として行うよう機会を捉えて指導・啓発を行われたい。   




